
様式第2号(第3関係) 

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿 

事 務 の 区 分 □全庁共通  □関係機関共通  ☑固有 

所 管 す る

組 織 の 名 称 

登 録 商工観光課 登録年月日 平成２４年１月３１日 

保 有 商工観光課 開始年月日 平成２４年１月３１日 

事 務 の 名 称 産業集積区域事業指定認定事務 

事 務 の 目 的 東日本大震災の雇用被害を早期に回復させる 

対象者の範囲 指定申請事業者 

項 目 

基

本

的

事

項 

□識別番号 

☑氏名 

☑性別 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□電話番号 

□国籍・本籍 

□ 

心

身

の

状

況 

□健康・病歴 

□障害 

□身体状況 

□ 

□ 

家

族

状

況 

□家族状況 

□親族関係 

□婚姻歴 

□ 

□ 

社

会

生

活 

☑職業・職歴 

□学業・学歴 

□成績・評価 

□資格 

□賞罰 

□趣味・嗜好 

□ 

資

産

・

収

入 

□資産状況 

□収入状況 

□納税状況 

□公的扶助 

□取引状況 

□ 

□ 

思
想
・
信
条
等 

□思想・信条 

□宗教 

□社会的差別の原因

となるおそれのある

個人情報 

 (      ) 

根 拠 

□法令等 

□必要かつ不可欠 

□個人番号 

そ の 他 □       □       □ 

収 集 先 

□本人      ☑本人以外 

本人以外

の 区 分 

□他の実施機関      ☑民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □実施機関内での利用 

□国・町以外の地方公共団体  □その他(       )  

提 供 の 有 無

及 び 提 供 先 

□無       ☑有 

提 供 先 

□他の実施機関      □民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □その他(       ) 

☑国・町以外の地方公共団体 

個人情報電算フ

ァイルの利用の

有無及び名称 

情報処理 

☑無       □有(情報機器の結合  □無    □有) 

名  称  

外部委託の有無 ☑無       □有 

備 考   

 

 



様式第2号(第3関係) 

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿 

事 務 の 区 分 □全庁共通  ☑関係機関共通  □固有 

所 管 す る

組 織 の 名 称 

登 録 商工観光課 登録年月日 平成２８年１月１３日 

保 有 商工観光課 開始年月日 平成２８年１月１３日 

事 務 の 名 称 創業支援事務 

事 務 の 目 的 創業後４年以内のもの、又は新規創業者の支援 

対象者の範囲 創業相談者 

項 目 

基

本

的

事

項 

□識別番号 

☑氏名 

☑性別 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑電話番号 

□国籍・本籍 

□ 

心

身

の

状

況 

□健康・病歴 

□障害 

□身体状況 

□ 

□ 

家

族

状

況 

□家族状況 

□親族関係 

□婚姻歴 

□ 

□ 

社

会

生

活 

☑職業・職歴 

□学業・学歴 

□成績・評価 

☑資格 

□賞罰 

□趣味・嗜好 

□ 

資

産

・

収

入 

☑資産状況 

☑収入状況 

☑納税状況 

□公的扶助 

☑取引状況 

□ 

□ 

思
想
・
信
条
等 

□思想・信条 

□宗教 

□社会的差別の原因

となるおそれのある

個人情報 

 (      ) 

根 拠 

□法令等 

□必要かつ不可欠 

□個人番号 

そ の 他 □       □       □ 

収 集 先 

☑本人      □本人以外 

本人以外

の 区 分 

□他の実施機関      □民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □実施機関内での利用 

□国・町以外の地方公共団体  □その他(       )  

提 供 の 有 無

及 び 提 供 先 

□無       ☑有 

提 供 先 

☑他の実施機関      □民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □その他(       ) 

☑国・町以外の地方公共団体 

個人情報電算フ

ァイルの利用の

有無及び名称 

情報処理 

☑無       □有(情報機器の結合  □無    □有) 

名  称  

外部委託の有無 ☑無       □有 

備 考   

 

 



様式第2号(第3関係) 

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿 

事 務 の 区 分 □全庁共通  □関係機関共通  ☑固有 

所 管 す る

組 織 の 名 称 

登 録 商工観光課 登録年月日 平成１８年３月１日 

保 有 商工観光課 開始年月日 平成１８年３月１日 

事 務 の 名 称 事業者経営保証補給事務 

事 務 の 目 的 補助金交付に係る事業者情報の確認 

対象者の範囲 町内事業者（主な事業所を含む） 

項 目 

基

本

的

事

項 

☑識別番号 

☑氏名 

□性別 

□生年月日・年齢 

☑住所 

□電話番号 

□国籍・本籍 

□ 

心

身

の

状

況 

□健康・病歴 

□障害 

□身体状況 

□ 

□ 

家

族

状

況 

□家族状況 

□親族関係 

□婚姻歴 

□ 

□ 

社

会

生

活 

□職業・職歴 

□学業・学歴 

□成績・評価 

□資格 

□賞罰 

□趣味・嗜好 

□ 

資

産

・

収

入 

☑資産状況 

☑収入状況 

☑納税状況 

□公的扶助 

□取引状況 

□ 

□ 

思
想
・
信
条
等 

□思想・信条 

□宗教 

□社会的差別の原因

となるおそれのある

個人情報 

 (      ) 

根 拠 

□法令等 

□必要かつ不可欠 

□個人番号 

そ の 他 □       □       □ 

収 集 先 

☑本人      □本人以外 

本人以外

の 区 分 

□他の実施機関      ☑民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □実施機関内での利用 

□国・町以外の地方公共団体  □その他(       )  

提 供 の 有 無

及 び 提 供 先 

☑無       □有 

提 供 先 

□他の実施機関      □民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □その他(       ) 

□国・町以外の地方公共団体 

個人情報電算フ

ァイルの利用の

有無及び名称 

情報処理 

☑無       □有(情報機器の結合  □無    □有) 

名  称  

外部委託の有無 ☑無       □有 

備 考   

 

 



様式第2号(第3関係) 

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿 

事 務 の 区 分 □全庁共通  □関係機関共通  ☑固有 

所 管 す る

組 織 の 名 称 

登 録 商工観光課 登録年月日 平成１８年３月３１日 

保 有 商工観光課 開始年月日 平成１８年３月３１日 

事 務 の 名 称 計量器検査事務 

事 務 の 目 的 計量器検査に係る個人情報の管理 

対象者の範囲 町内計量器所有者 

項 目 

基

本

的

事

項 

□識別番号 

☑氏名 

□性別 

□生年月日・年齢 

☑住所 

☑電話番号 

□国籍・本籍 

□ 

心

身

の

状

況 

□健康・病歴 

□障害 

□身体状況 

□ 

□ 

家

族

状

況 

□家族状況 

□親族関係 

□婚姻歴 

□ 

□ 

社

会

生

活 

□職業・職歴 

□学業・学歴 

□成績・評価 

□資格 

□賞罰 

□趣味・嗜好 

□ 

資

産

・

収

入 

□資産状況 

□収入状況 

□納税状況 

□公的扶助 

□取引状況 

□ 

□ 

思
想
・
信
条
等 

□思想・信条 

□宗教 

□社会的差別の原因

となるおそれのある

個人情報 

 (      ) 

根 拠 

□法令等 

□必要かつ不可欠 

□個人番号 

そ の 他 ☑計量器所有状況   □       □ 

収 集 先 

☑本人      ☑本人以外 

本人以外

の 区 分 

☑他の実施機関      □民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □実施機関内での利用 

□国・町以外の地方公共団体  □その他(       )  

提 供 の 有 無

及 び 提 供 先 

□無       ☑有 

提 供 先 

☑他の実施機関      □民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □その他(       ) 

□国・町以外の地方公共団体 

個人情報電算フ

ァイルの利用の

有無及び名称 

情報処理 

☑無       □有(情報機器の結合  □無    □有) 

名  称  

外部委託の有無 ☑無       □有 

備 考   

 

 

 



様式第2号(第3関係) 

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿 

事 務 の 区 分 □全庁共通  □関係機関共通  ☑固有 

所 管 す る

組 織 の 名 称 

登 録 商工観光課 登録年月日 令和３年６月１０日 

保 有 商工観光課 開始年月日 令和３年６月１０日 

事 務 の 名 称 新しい生活様式対応推進助成金交付事務 

事 務 の 目 的 
新型コロナウイルス感染症の感染拡大により経済的影響を受けている

事業者が事業を継続していくための支援として実施する。 

対象者の範囲 要綱の定める条件を満たす者 

項 目 

基

本

的

事

項 

□識別番号 

☑氏名 

☑性別 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑電話番号 

□国籍・本籍 

□ 

心

身

の

状

況 

□健康・病歴 

□障害 

□身体状況 

□ 

□ 

家

族

状

況 
□家族状況 

□親族関係 

□婚姻歴 

□ 

□ 

社

会

生

活 

☑職業・職歴 

□学業・学歴 

□成績・評価 

☑資格 

□賞罰 

□趣味・嗜好 

□ 

資

産

・

収

入 

☑資産状況 

☑収入状況 

□納税状況 

□公的扶助 

□取引状況 

□ 

□ 

思
想
・
信
条
等 

□思想・信条 

□宗教 

□社会的差別の原因

となるおそれのある

個人情報 

 (      ) 

根 拠 

☑法令等 

□必要かつ不可欠 

□個人番号 

そ の 他 □       □       □ 

収 集 先 

☑本人      □本人以外 

本人以外

の 区 分 

□他の実施機関      □民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □実施機関内での利用 

□国・町以外の地方公共団体  □その他(       )  

提 供 の 有 無

及 び 提 供 先 

□無       ☑有 

提 供 先 

☑他の実施機関      □民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □その他(       ) 

□国・町以外の地方公共団体 

個人情報電算フ

ァイルの利用の

有無及び名称 

情報処理 

☑無       □有(情報機器の結合  □無    □有) 

名  称  

外部委託の有無 ☑無       □有 

備 考   

 



様式第2号(第3関係) 

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿 

事 務 の 区 分 □全庁共通  □関係機関共通  ☑固有 

所 管 す る

組 織 の 名 称 

登 録 商工観光課 登録年月日 令和 ４年 ９月２７日 

保 有 商工観光課 開始年月日 令和 ４年 ９月２７日 

事 務 の 名 称 新型コロナウィルス感染症対策原油価格対策運送事業者支援事業 

事 務 の 目 的 
原油価格高騰により事業経営が苦しくなっている運送事業者に対し、支

援することで、事業継続を支援するもの 

対象者の範囲 指定申請事業者 

項 目 

基

本

的

事

項 

□識別番号 

☑氏名 

☑性別 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑電話番号 

□国籍・本籍 

□ 

心

身

の

状

況 

□健康・病歴 

□障害 

□身体状況 

□ 

□ 

家

族

状

況 
□家族状況 

□親族関係 

□婚姻歴 

□ 

□ 

社

会

生

活 

☑職業・職歴 

□学業・学歴 

□成績・評価 

☑資格 

□賞罰 

□趣味・嗜好 

□ 

 

 

資

産

・

収

入 

☑資産状況 

☑収入状況 

□納税状況 

□公的扶助 

□取引状況 

□ 

□ 

思
想
・
信
条
等 

□思想・信条 

□宗教 

□社会的差別の原因

となるおそれのある

個人情報 

 (      ) 

根 拠 

□法令等 

□必要かつ不可欠 

□個人番号 

そ の 他 □       □       □ 

収 集 先 

☑本人      □本人以外 

本人以外

の 区 分 

□他の実施機関      □民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □実施機関内での利用 

□国・町以外の地方公共団体  □その他(       )  

提 供 の 有 無

及 び 提 供 先 

☑無        □有 

提 供 先 

□他の実施機関      □民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □その他(       ) 

□国・町以外の地方公共団体 

個人情報電算フ

ァイルの利用の

有無及び名称 

情報処理 

☑無       □有(情報機器の結合  □無    □有) 

名  称  

外部委託の有無 ☑無       □有 

備 考   

 



様式第2号(第3関係) 

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿 

事 務 の 区 分 □全庁共通  □関係機関共通  ☑固有 

所 管 す る

組 織 の 名 称 

登 録 商工観光課 登録年月日 令和 ２年 ９月１１日 

保 有 商工観光課 開始年月日 令和 ２年 ９月１１日 

事 務 の 名 称 事業継続支援給付金（製造・建設・輸送業）交付事業 

事 務 の 目 的 
新型コロナウイルス感染症の感染拡大により経済的影響を受けている

製造・建設・輸送事業者に対し事業継続のための支援金を給付する。 

対象者の範囲 要綱の定める条件を満たす者 

項 目 

基

本

的

事

項 

□識別番号 

☑氏名 

☑性別 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑電話番号 

□国籍・本籍 

□ 

心

身

の

状

況 

□健康・病歴 

□障害 

□身体状況 

□ 

□ 

家

族

状

況 
□家族状況 

□親族関係 

□婚姻歴 

□ 

□ 

社

会

生

活 

☑職業・職歴 

□学業・学歴 

□成績・評価 

☑資格 

□賞罰 

□趣味・嗜好 

□ 

資

産

・

収

入 

☑資産状況 

☑収入状況 

□納税状況 

□公的扶助 

□取引状況 

□ 

□ 

思
想
・
信
条
等 

□思想・信条 

□宗教 

□社会的差別の原因

となるおそれのある

個人情報 

 (      ) 

根 拠 

☑法令等 

□必要かつ不可欠 

□個人番号 

そ の 他 □       □       □ 

収 集 先 

☑本人      □本人以外 

本人以外

の 区 分 

□他の実施機関      □民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □実施機関内での利用 

□国・町以外の地方公共団体  □その他(       )  

提 供 の 有 無

及 び 提 供 先 

☑無       □有 

提 供 先 

□他の実施機関      □民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □その他(       ) 

□国・町以外の地方公共団体 

個人情報電算フ

ァイルの利用の

有無及び名称 

情報処理 

☑無       □有(情報機器の結合  □無    □有) 

名  称  

外部委託の有無 ☑無       □有 

備 考   

 



様式第2号(第3関係) 

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿 

事 務 の 区 分 □全庁共通  □関係機関共通  ☑固有 

所 管 す る

組 織 の 名 称 

登 録 商工観光課 登録年月日 令和 ２年 ８月 ５日 

保 有 商工観光課 開始年月日 令和 ２年 ８月 ５日 

事 務 の 名 称 休業協力事業所減収者支援給付金交付事業 

事 務 の 目 的 
新型コロナウイルス感染症の感染拡大により経済的影響を受けている

事業者が事業を継続していくための支援として実施する。 

対象者の範囲 要綱の定める条件を満たす者 

項 目 

基

本

的

事

項 

□識別番号 

☑氏名 

☑性別 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑電話番号 

□国籍・本籍 

□ 

心

身

の

状

況 

□健康・病歴 

□障害 

□身体状況 

□ 

□ 

家

族

状

況 
□家族状況 

□親族関係 

□婚姻歴 

□ 

□ 

社

会

生

活 

☑職業・職歴 

□学業・学歴 

□成績・評価 

☑資格 

□賞罰 

□趣味・嗜好 

□ 

資

産

・

収

入 

☑資産状況 

☑収入状況 

□納税状況 

□公的扶助 

□取引状況 

□ 

□ 

思
想
・
信
条
等 

□思想・信条 

□宗教 

□社会的差別の原因

となるおそれのある

個人情報 

 (      ) 

根 拠 

☑法令等 

□必要かつ不可欠 

□個人番号 

そ の 他 □       □       □ 

収 集 先 

☑本人      □本人以外 

本人以外

の 区 分 

□他の実施機関      □民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □実施機関内での利用 

□国・町以外の地方公共団体  □その他(       )  

提 供 の 有 無

及 び 提 供 先 

☑無       □有 

提 供 先 

□他の実施機関      □民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □その他(       ) 

□国・町以外の地方公共団体 

個人情報電算フ

ァイルの利用の

有無及び名称 

情報処理 

☑無       □有(情報機器の結合  □無    □有) 

名  称  

外部委託の有無 ☑無       □有 

備 考   

 



様式第2号(第3関係) 

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿 

事 務 の 区 分 □全庁共通  □関係機関共通  ☑固有 

所 管 す る

組 織 の 名 称 

登 録 商工観光課 登録年月日 令和 ４年 ４月 １日 

保 有 商工観光課 開始年月日 令和 ４年 ４月 １日 

事 務 の 名 称 町商工会プレミアム付商品券発行事業事務 

事 務 の 目 的 
町民限定で商品券を販売する事業。町内全世帯主へ商品券の購入機会を

与えるために、引換券（はがき）を発行する。 

対象者の範囲 町内全世帯主 

項 目 

基

本

的

事

項 

□識別番号 

☑氏名 

☑性別 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☐電話番号 

□国籍・本籍 

□ 

心

身

の

状

況 

□健康・病歴 

□障害 

□身体状況 

□ 

□ 

家

族

状

況 
□家族状況 

□親族関係 

□婚姻歴 

□ 

□ 

社

会

生

活 

☐職業・職歴 

□学業・学歴 

□成績・評価 

☐資格 

□賞罰 

□趣味・嗜好 

□ 

資

産

・

収

入 

☐資産状況 

☐収入状況 

□納税状況 

□公的扶助 

□取引状況 

□ 

□ 

思
想
・
信
条
等 

□思想・信条 

□宗教 

□社会的差別の原因

となるおそれのある

個人情報 

 (      ) 

根 拠 

☐法令等 

□必要かつ不可欠 

□個人番号 

そ の 他 □       □       □ 

収 集 先 

☐本人      ☑本人以外 

本人以外

の 区 分 

☐他の実施機関      □民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  ☑実施機関内での利用 

□国・町以外の地方公共団体  □その他(       )  

提 供 の 有 無

及 び 提 供 先 

☑無       □有 

提 供 先 

□他の実施機関      □民間団体・私人 

□独立行政法人等・地方独立行政法人  □その他(       ) 

□国・町以外の地方公共団体 

個人情報電算フ

ァイルの利用の

有無及び名称 

情報処理 

☑無       □有(情報機器の結合  □無    □有) 

名  称  

外部委託の有無 ☑無       □有 

備 考   

 


